
Ⅰ．はじめに

　育林や再造林の放棄といった形で人工林を中心に管理が適正に

行われない森林が増えてきていて，特に南九州のような素材生産

量の多い地域で再造林放棄の林分が増える傾向にある。再造林放

棄の増加は，地域林業の振興や持続的森林経営，あるいは公益的

機能の発揮を妨げることになりかねない。

　再造林放棄の要因に関する研究をみると，堺（１９９９）は大分県

佐伯南部流域を対象にした人工林皆伐跡地の実態調査をもとに放

置されている跡地の特徴を整理して，再造林放棄の４つの要因；

１）皆伐面積が大きいこと，２）皆伐理由が生活費の捻出のため

であること，３）シカの食害による成林の懸念や造林資金不足等

の障害，４）人工林皆伐の急速な拡大，を挙げた。佐藤（２０００）

は宮崎県椎葉村，諸塚村の皆伐を実施した林家に対して行った調

査から伐採理由を考察し，「売れるものは木材しかない」山村で

は「貯金を取り崩す感覚で窮迫的な販売」をせざるをえない状況

が再造林放棄をもたらしていると示唆した。山本（２００１）は人工

林皆伐理由についての全国調査から再造林放棄の潜在性を考察し，

皆伐理由の中で多い「負債整理」「業者の勧め」による伐採地は

再造林放棄予備軍であると指摘した。粟生ら（２００２）は大分県佐

伯地域の佐伯市と宇目町を対象に立地条件の解析を通じて再造林

地と放棄地を比較分析している。前３者は主に皆伐の動機に関す

る調査から再造林発生の要因を考察しており，最後の粟生らは放

棄地の地理的特性を議論しており，いずれも再造林しない理由と

その背後にあると想定される林地の立地条件といった諸要因等と

の関係解析までには及んでいない。

　再造林放棄をもたらしている要因を明らかにし放棄にいたる構

図を解明することは，森林資源の効率的持続的な管理を進める上

での対処策を講じる上で重要な知見を与えるといえよう。そこで，

本研究では森林の所有面積規模（以下，所有規模とする）と立地

条件という要因を取り上げ，こうした諸要因と再造林しない理由

との関係を計量的手法で解析して，再造林放棄をもたらす要因を

明らかにすることを目的とした。解析には最適尺度法の一つであ

る非線型正準相関分析を用いた。

Ⅱ．材料と方法

　使用したデータは熊本県林政課が１９９８年１１月に，人工林皆伐後

に未植栽のままとなっている林地の所有者に対して行った「未植

栽地の現状及びその所有者の意向についての調査」結果と森林簿

（熊本県林政課森林計画係，１９９８）である。森林簿は当該未植栽

地に関する「林道からの距離」と立地条件データ（「傾斜」「地位

級」「地利級」）を求めるために使用した。なお，熊本県の森林簿

は１９９６年度から森林GISが導入されその中で運用されており，大

きくは「熊本県林務水産部地図情報システム」（熊本県，１９９８）

と呼ばれる電算システムの中で稼動しデータ更新は随時行われて

いる。次に，同アンケート調査の内容を概括しておく。

　１．使用したアンケート調査概要

　人工林を皆伐した跡地に造林が行われず放置される事例（調査

の中で「未植栽地」と呼ばれている）が見受けられるようになっ

たため，実態の解明，対応策の検討の資料とするため実施された。

熊本県において１９９５－１９９７年に人工林が伐採され調査時点でも未

植栽のままとなっている林地が森林組合等からの聞き取り調査，

管内巡回調査で明らかにされた（表－１）。次いで，当該林地所

有者のうち未植栽地のすべてに植栽を予定しているケースを除く

所有者に面接によるアンケート調査が実施された（有効回答者数

５６人）。こうしたアンケート対象者はいわば再造林を放棄した森

林所有者とみなすことができ，以下ではアンケート対象となった
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彼らの伐跡地を再造林放棄地として分析した。面接調査の主な項

目は所有森林面積，未植栽地面積，伐跡地に植栽しない理由（複

数選択可），最近行った伐採収益結果に対する評価（４段階選択）

である。なお，最後の伐採収益評価でいう伐採箇所が当該未植栽

地の伐採であったかどうかは尋ねられていない。今回の調査時点

で把握された未植栽地は９０箇所，５３８ha で，件数，面積ともほと

んどが球磨川計画区内で見られ，そのうち解析に使用したデータ

である植栽予定の無い箇所は８３％が球磨川計画区で占められた

（表－１）。表－２に未植栽理由の選択肢と単純集計結果を示す。

　２．解析の方法

　使用した変数は未植栽理由，森林の所有規模，未植栽林分の立

地条件（傾斜区分，地位級，地利級，林道からの距離），最近の

伐採収益評価（以下，伐採収益不満度と呼ぶ）で件数は５９件であ

る。変数のうち３つの変数（「傾斜区分」「林道からの距離」「伐

採収益不満度」）がすでにカテゴリ区分されていた（表－３）。表

－４にすべての変数の基礎統計量を示した。なお実際の解析に際

して，森林の所有規模，地位級，地利級は以下で述べる方法でカ

テゴリ化して用いた。解析手法には人間科学，行動社会学の分野

で用いられている非線型正準相関分析（Gifi，　１９８１；　 SPSS，

２００１；略語でOVERALS とも呼ばれ，以下では略語を使用）を

用いた。これは標準の正準相関分析と同様に変数グループが互い

にどのように類似しているかを明らかにするものであるが，順序

データ，名義データといったカテゴリ化された変数型に対応して

いることが特徴である（石村，２００１）。

　解析に際して数値データの所有規模，地利級，地位級はなるべ

く等頻度となるよう７区分にカテゴリ化し，それぞれ「所有規模

区分」「地位区分」「地利区分」という変数を作成した（表－５）。

「林道からの距離」はすでに１５区分にカテゴリ化されていたが度

数ゼロのカテゴリが含まれていたため，同様な方法で再度カテゴ

リ化した「林道からの距離区分」を解析に使用した（表－５）。

なお，ここでの地利級，地位級は林野庁（１９９４）に基づいて算出

される「現在地利級」，「現在地位級」を示す。

　表－２の単純集計結果をみると未植栽理由は上位２つが「造林

費や保育費がもったいない」７５％，「将来，儲かる見込みが無い」

４２％で全体的には経済的要素が主な理由といえる。しかし，今回

は未植栽理由が所有規模あるいは未植栽地の立地条件とどういっ

た関係にあるかを解析することがねらいである。今回の設問には

「最近行った伐採収益評価」も含まれていた。残念ながら，その

伐採の動機や立地条件，評価理由については明らかにされていな

いが，「最近行った伐採収益評価」との関係も解析対象に加える
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表－１．森林計画区別の未植栽地の状況とアンケー 
ト対象となった林地

（件，ha）

面接調査対象未植栽地全体＊１）

計画区
割合（％）度数面積（ha）度数

８３４９５１６．２７７球 磨 川

１２７１７．８９白川・菊池川

３２２．５３天 草

２１１．８１緑 川

１００５９５３８．３９０合 計
＊１）１９９８年１１月現在，県下で把握された，最大で過去３年間放
置された伐跡地。資料）熊本県林政課。

表－２．伐跡地の未植栽理由として用意された選択肢と回答結果
（N＝５９）

回答率（％）回答者数未植栽理由

７５４４造林費や保育費がもったいない

４２２５将来，儲かる見込みが無い

１９１１
造林適地でない（地力が低い，獣害/風害を受け
やすい，適当な樹種がない等）

１７１０その他理由

１５９後継者がいない

１０６高齢で体力が衰えた

３２跡地を売却予定

２１財産の継承者がいない

２１適当な委託先を知らない

注）複数回答。回答率はアンケート対象者数（５９人）に対する回答者数
の割合である。　資料）熊本県林政課：「未植栽地の現状及びその所有者
の意向についての調査中間取りまとめ（平成１０年度）」より。

表－４．　アンケート対象者の森林の所有規模と未植栽地の立地条件，最近の伐採収益評価の基礎統計量
（N＝５９）

標準偏差平均値±標準誤差最大値最小値変数型変　数

５７．２１４３．０９±８．０１３００１数値データ所有規模（ha）

０．８６２．４７±０．１１４１順序データ傾斜区分

５．３９１５．４３±０．７１２４３数値データ地利級

３．４６１１．２９±０．４５１８２数値データ地位級

３．２９３．４７±０．４３１２１順序データ林道からの距離

０．８８３．０７±０．１４４１順序データ最近の伐採収益評価（４段階）

注）傾斜区分，林道からの距離区分，最近の伐採収益評価はカテゴリ区分された順序データで，基礎統計量はカテゴリ
番号，つまり順序の値から算出されたものである（カテゴリ区分内容は表－３を参照）。

表－３．　順序データの３つ変数のカテゴリ内容一覧
（件）

伐採収益不満度林道からの距離傾斜区分
カテゴリ

度数内容度数内容度数内容

２満足２０１００m未満８５度未満１

８やや満足１８１００～２００２１５～１０２

１６やや不満３２００～３００２４１０～１５３

１５不満２３００～４００６１５～２０４

３４００～５０００２０～２５５

３５００～６０００２５～３０６

１６００～７０００３０～３５７

１７００～８０００３５～４０８

２８００～９０００４０～４５９

２９００～１００００４５以上１０

２１０００～１５００１１

２１５００～２０００１２

０２０００～２５００１３

０２５００～３０００１４

０３０００以上１５



こととしたため，３つの変数グループ（未植栽理由，立地条件，

最近の伐採収益評価）を設定しOVERALS によって解析した。

今回はそれぞれのグループ間の関係を明らかにする目的から，２

つの変数グループごとにOVERALS を実行して両者の関係を解

析した。なお，未植栽理由の変数グループには９つの理由のうち

回答者が少なかった３つを除く６つを変数として用いた。「その

他の理由」としてあげられた内容は，「分収相手がいない」が多

く，他に「抵当に入っている」，「共有地でまとまらない」，「雑木

林にしたい」などであった。

Ⅲ．結果と考察

　１．OVERALS の結果の見方

　詳細は SPSS（２００１），石村（２００１）等にあるので，以下で示す

結果の理解に必要と考えられる解釈方法の概要を説明しておく。

OVERALS では固有値の大きい順に次元（Dimension）が次元１，

次元２のように順に求められ次元ごとに，各カテゴリに対するカ

テゴリ数量（Category quantification）と各変数に対する成分負

荷量（Component loading）が求められる（SPSS，２００１）。とこ

ろで，数量化II類は質的な要因によって質的な外的基準を予測す

る方法（田中ほか，１９８４）であるが，OVERALS の結果の解釈方

法は外的基準を導入していない点や用語の相違を除くと数量化 II

類とほぼ同様である。OVERALS の次元，カテゴリ数量，成分負

荷量はそれぞれ数量化II類での軸，カテゴリ数量，範囲と同様な

要領で結果の解釈に用いられる。つまり，各次元におけるカテゴ

リ数量はその符号や大きさに注目して解釈され，解析に使用され

た変数におけるそれぞれのカテゴリの関係を，成分負荷量は変数

の重要性を示す。

　OVERALS で求められる各次元の固有値あるいは損失（Loss）

によって，次元がどの程度変数グループの関係を説明できている

かを知ることができる。つまり，両者はそれぞれ各次元が説明で

きている情報量と説明できていない情報量の損失分を意味してい

て，両者の和は１に一致する。求められた固有値の和は「当ては

め（Fit）」と呼ばれ次元全体が持つ情報量（情報量の最大値は求

めた次元数）を示す。なお，求めることができる次元数 rは，

　r＝min（p１，p２，．．．，pj，．．．）　　　　　　　　　　　（１）

　ここで，pj＝変数グループ j を構成する変数の個数

である。

　２．所有規模と未植栽理由

　表－６が所有規模と伐跡地の未植栽理由についての関係を解析

した結果で，損失値から次元１によって約８３％が説明されている

ことが分かる。カテゴリ数量の正値で比較的大きい値をとったの

は所有規模の比較的小さい階層（カテゴリ１から４），「造林費や

保育費がもったいない」の選択者，「高齢で体力に衰え」の選択

者で，こうしたカテゴリ間に関係のあることが分かる（表－６）。

同様に，カテゴリ数量が負値で比較的大きい値をとったのは，所

有規模の比較的大きい階層（カテゴリ５以上），「造林費や保育費

がもったいない」の非選択者，「将来儲かる見込み無し」の選択

者，「後継者がいない」の選択者，「造林適地でない」の選択者

だった。ここでいう所有規模の比較的小さい階層は表－５の所有

規模区分の内容でみると所有面積３０ha 以下の階層で，比較的大

きい階層はそれ以上の規模といえる。成分負荷量をみると所有規

模との関係で重要といえる未植栽理由は第一に「造林費や保育費

がもったいない」で，次いで「その他理由」「高齢で体力衰え」

「将来儲かる見込みが無い」である。カテゴリ数量の値ともあわ
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表－５．　解析用のデータとしてカテゴリ化で得られた変数のカテゴリ内容
（件）

林道からの距離区分地位区分地利区分所有規模区分＊１）

カテゴリ
度数範囲度数平均最大値最小値度数平均最大値最小値度数平均最大値最小値

２０１００m未満８６７２４３３３７１．３２１１

１８１００～２００８８８８５８．４１２４６４．６７３２

５２００～４００９９．４１０９３１４１４１４９１１．３１５１０３

６４００～６００６１１．３１２１１１９１５１５１５７２３．４３１１７４

６６００～１０００１３１３１３１３１６１６１６１６７３６．９４０３４５

４１０００以上５１４１４１４６２３２３２３８６７．９９３５０６

１０１６．２１８１５５２４２４２４７１５６．３３００１００７

注）表中の４つの変数のうち「林道からの距離区分」だけの表示形式が異なるのは，カテゴリ化に際して同変数だけがすでに１５区分にカテゴリ化された変
数であったためである。＊１）所有規模の単位は ha である。

表－６．　OVERALS による所有規模と未植栽理由の分析結果

次元１
カテゴリ変　数変数グループ

成分負荷量カテゴリ数量

０．９２２
－１．６１９いいえ造林費や保育費

がもったいない

未植栽理由

０．６５５はい

－０．３２３
０．０２２いいえ

その他理由
－０．０９８はい

０．１６４
－０．１２３いいえ

高齢で体力衰え
０．４８３はい

－０．１１３
０．２６１いいえ将来，儲かる見

込み無し －０．４７２はい

０．０５７
０．０９２いいえ

後継者がいない
－０．４４９はい

０．０００
０．０７０いいえ

造林適地でない
－０．３４２はい

－０．８０１

１．０７７１所有規模区分森林の
所有規模 １．１１４２

０．４７６３

０．６６３４

－０．９８５５

－１．０１５６

－０．６４３７

０．１６７損 失

０．８３３固 有 値

注）表中のカテゴリ表記は，数値データをなるべく等頻度になるように
カテゴリ化した変数ではカテゴリ番号で示し，それ以外はカテゴリ
内容が分かる表現とした。



せて考えると，所有規模の比較的小さい階層では造林費・保育費

という再造林に直接必要な経費がもったいないと考えていたり，

高齢で体力が無いことを未植栽理由に想定していると解釈できる。

　一方，比較的所有規模の大きい人たちは造林費のような再造林

に必要な直接的経費のことよりも，むしろ将来の儲かる見込みが

無いと考えていたり，森林経営の跡を継ぐ者がいないことを未植

栽理由に挙げていることが分かる。再造林しない理由を所有規模

の大きさで特徴付けると，比較的小さい階層では伐跡地に再造林

するための経費や自力で行うための体力が無いという直接関係す

る項目を理由に挙げているのに対し，比較的大きい階層ではそう

した再造林経費や労力のことよりも将来の収益や後継者のことを

判断基準にしている，いわば森林経営の持続を前提としていると

考察できる。

　３．所有規模と未植栽地の立地条件

　未植栽のまま放置されている林地の立地条件とその所有者の関

係を解析した結果を表－７に示す。上述と同様な方法でみていく

と，カテゴリ数量の値から所有規模の比較的小さい（カテゴリ３

以下）階層と関連する立地条件は傾斜が比較的緩い林地，地位級

の比較的良好な林地，地利級の比較的悪い林地といえる。これに

対して比較的所有規模の大きい（カテゴリ４以上）階層では地形

傾斜の急な林地，地位級の比較的低い林地，地利級の比較的良好

な林地が特徴である。ここでいう所有規模の比較的小さい／大き

い階層はそのカテゴリ区分から，所有森林面積１５ha 程度が境と

いえよう（表－５）。成分負荷量の値ともあわせて考察すると，

所有規模の比較的大きい階層では傾斜が急であったり地位の低い

伐跡地を放置している。こうした林地はいわば地形や地力の面で

木材生産に不向きな箇所といえよう。

　一方，所有規模の比較的小さい階層では緩傾斜であったり地位

の良好な伐跡地が放置されている。これらは逆に地形，地力の面

で木材生産適地といえる。なお，林道からの距離区分に関しては

いずれのカテゴリもカテゴリ数量の値が小さく，成分負荷量も最

小であることから所有規模との関連は認められなかった。

　４．最近の伐採収益評価と未植栽の立地条件

　最近行った伐採収益に対する評価区分はカテゴリ数量の特徴か

ら「満足」と「やや満足」をあわせた満足組，「不満」と「やや

不満」をあわせた不満組に大きく２つに分けることができた（表
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表－７．　OVERALS による所有規模と未植栽地の立地条件の分
析結果

次元１
カテゴリ変　数変数グループ

成分負荷量カテゴリ数量

－０．６７９

１．５６１５度未満傾斜区分立地条件

０．６１２５～１０

－０．８９０１０～１５

－０．８３８１５～２０

０．３７０

－１．１４４１地位区分

－０．３２７２

－０．５５８３

－０．４６９４

０．３０８５

１．０１０６

０．９４０７

－０．１５０

０．６９０１地利区分

０．８０３２

１．０１２３

－０．０５３４

－０．３３７５

－０．４７８６

－０．１０９７

０．１１７

－０．０７７１００m未満林道からの
距離区分 ０．０７２１００～２００

－０．０８０２００～４００

０．０８２４００～６００

０．０５４６００～１０００

－０．０５８１０００以上

－０．８０３

１．３１９１所有規模区分森林の
所有規模 １．０２９２

０．２３０３

－０．３９１４

－０．４５６５

－０．０５２６

－１．５７０７

０．２０２損 失

０．７９８固 有 値

注）表中のカテゴリ表記要領は表－６と同じ。

表－８．　OVERALS による最近の伐採収益評価と未植栽地の立
地条件の分析結果

次元１
カテゴリ変　数変数グループ

成分負荷量カテゴリ数量

－０．８８０

１．７４２５度未満傾斜区分立地条件

０．０３９５～１０

－０．４７８１０～１５

－０．３４７１５～２０

０．６９９

－１．４２３１地利区分

－１．３５７２

－１．３４９３

０．３７２４

０．４２１５

０．２１１６

０．２９０７

－０．４７５

１．０２６１地位区分

０．５６７２

－０．１０６３

－０．２３３４

－０．２６５５

－０．４３４６

－０．３７６７

０．２３９

－０．５９９１００m未満林道からの
距離区分 ０．１８５１００～２００

０．４３６２００～４００

０．４９４４００～６００

０．３８５６００～１０００

０．３９３１０００以上

０．５８６

－２．９６５満足伐採収益
不満度　

最近の伐採
収益評価 －０．２６７やや満足

０．０５５やや不満

０．３６８不満

０．１０３損 失

０．８９７固 有 値

注）表中のカテゴリ表記要領は表－６と同じ。



－８）。

　未植栽地の立地条件は，満足組と不満組で対照的な傾向が認め

られた。満足組では不満組に比べ傾斜が急であること，地利が悪

いこと，地位が良い特徴が認められた。林道からの距離区分につ

いてはカテゴリ数量の値が一様に小さいこと，成分負荷量の値が

他の変数に比べ小さいことから伐採収益評価との関係が認められ

ない。なお，最近の伐採収益の不満足度と所有規模区分の間には

有意な関係は認められなかった（Spearman の順位相関係数－

０．０２５，　p＝０．８７７）。

　５．最近の伐採収益評価と未植栽理由

　上述と同様に最近行った伐採収益に対する評価区分はカテゴリ

数量の特徴から満足組と不満組に大きく２つに分かれた（表－

９）。不満組と関連する未植栽理由をみると「高齢で体力衰え」

の選択者，「その他理由」の選択者，「将来，儲かる見込み無し」

の選択者だった。一方，満足組については「造林費等がもったい

ない」の非選択者，「造林適地でない」の選択者，「後継者がいな

い」の選択者である。

　未植栽理由の成分負荷量の絶対値は最大でも０．４８２で，表－６

～８のケースと比べると全体的に低い水準を示した。伐採収益評

価に対して特に重要な変数があるとはいえないことを意味するが，

あえて両者の関係を解釈すると満足組は造林費等の直接的経費問

題よりも造林適地かどうかを，不満組は高齢で体力の衰えやその

他の理由（分収相手が見つからない，抵当に入っている），将来

性の問題を再造林の判断基準にしているとみられる。

　６．未植栽理由の造林不適地と未植栽地の立地条件

　造林適地であるかどうかについては，地位や地利などの立地条

件がその要素として第一に挙げられるが，シカの食害などの獣害

にあいやすいといった他の要素も想定される。そのため今回の未

植栽理由の選択肢にある「造林適地でない」には“獣害（シカ

等），干害，地力が低い，道路から遠い”といった具体的内容が

補足説明されている。しかし，これまでの解析結果の考察を補足

する意味で，造林不適地という未植栽理由とその未植栽地の立地

条件の関係をOVERALS で解析した。その結果，造林適地でな

いとされた未植栽地は他に比べ傾斜が急という特徴が見られた程

度で，地利区分と林道からの距離区分は成分負荷量が比較的大き

くてもカテゴリ数量を見ると傾向的な差異は認められない（表－

１０）。このことから，傾斜要因が未植栽理由の造林不適地とされ

る背景に想定されるものの，他には地利，地位，林道からの距離

という立地に関係する要因よりも獣害などが想定されているとい

えよう。

　７．解析結果のまとめ

　以上で説明した未植栽理由とその林地の立地条件，所有者の所

有規模，そして最近行った伐採収益に対する評価との関係解析で

明らかになった特徴をまとめたのが表－１１である。伐跡地に植栽

しない理由は表－２で示したように経済的要素が主であったが，

森林の所有面積３０ha 程度を境にしてそれ以下の比較的小さい所

有規模層では再造林に必要な直接的経費や高齢で体力が衰えたこ

とを判断基準にしている。そのため，こうした所有規模の比較的

小さい階層が未植栽のまま放置している林地は，緩傾斜であった

り地位が良好という木材生産にむしろ適した立地条件である特徴

が認められたと考えられる。換言すると比較的小さい所有者層で

は，再造林の経費問題や高齢で自力での再造林が困難であるとい
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表－１０．OVERALS による未植栽理由の「造林不適地」と未植
栽地の立地条件の分析結果

次元１
カテゴリ変　数変数グループ

成分負荷量カテゴリ数量

０．６４６

－１．１５５１地利区分立地条件

－０．１５１２

－０．４３１３

０．０３１４

－０．０９６５

－０．０５８６

１．５９４７

０．５２１

－０．３８８５度未満傾斜区分

－０．４６８５～１０

０．２９０１０～１５

１．０８９１５～２０

０．３３３

－０．３５４１００m未満林道からの
距離区分 ０．１４５１００～２００

０．５５６２００～４００

－０．２７８４００～６００

０．５４５６００～１０００

０．０２５１０００以上

－０．０７０

０．２９０１地位区分

０．４５５２

－０．１１３３

－０．１５０４

－０．０８６５

－０．３６１６

－０．０８３７

０．８５４
－０．３９０いいえ造林適地でない未植栽理由

１．８８７はい

０．２７２損 失

０．７２８固 有 値

注）表中のカテゴリ表記要領は表－６と同じ。

表－９．　OVERALS による最近の伐採収益評価と未植栽理由の
分析結果 

次元１
カテゴリ変　数変数グループ

成分負荷量カテゴリ数量

－０．４８２
０．３６２いいえ

その他理由
未植栽理由

－１．４１８はい

－０．４５０
０．３５４いいえ将来，儲かる見

込み無し －０．６４１はい

－０．４１０
０．２８０いいえ

高齢で体力衰え
－２．３４８はい

－０．３７４
０．８１９いいえ造林費や保育費

がもったいない －０．３３２はい

０．３７３
－０．２０２いいえ

造林適地でない
０．９９１はい

－０．０５２
－０．１２９いいえ

後継者がいない
０．６３３はい

－０．６７５

０．７２９満足伐採収益不満度最近の伐採
収益評価 １．５７８やや満足

－０．５１７やや不満

－０．４３６不満

０．１５６損 失

０．８４４固 有 値

注）表中のカテゴリ表記要領は表－６と同じ。



う理由で，木材生産に適した林地であるにもかかわらず伐跡地の

まま放置されているという構図が認められる。

　逆に所有面積３０ha 程度よりも大きい階層では再造林に係る直

接的経費よりも将来の収益や後継者問題といった森林経営の持続

を再造林放棄の判断基準にしている。そのため，未更新地の立地

条件をみると急傾斜であったり地位が低い，いわば木材生産に不

向きな林地をこうした比較的大きい規模階層の所有者は再造林せ

ずに放置している特徴が生じていると考察できる。

　最近行った間伐あるいは主伐収益に満足であったとする所有者

は，未植栽理由として再造林に係る直接的経費よりも造林適地性

をあげる特徴がみられた。そうした所有者が放置する林地の立地

条件には急傾斜であったり地利の良くない，いわば搬出条件の良

くない特徴が認められた。設問では伐採動機やその立地条件，評

価理由については明らかにされていないので，伐採収益の評価の

構図を明らかにすることはできない。しかし，最近の伐採収益評

価に何らかの満足を呈した所有者が放置する伐跡地は，素材生産

経費が余計に掛る搬出条件の必ずしも良くない箇所である。

　一方，最近の伐採収益に不満であるとした所有者は，未植栽理

由として高齢で体力に衰え，あるいは分収相手が見つからない，

将来儲かる見込みが無いといった将来性の懸念をあげる特徴がみ

られた。そうした所有者が放置する伐跡地は緩傾斜であったり地

利の良い，いわば搬出条件が良い特徴が認められた。つまり最近

の伐採収益に不満とした所有者は満足とした人と比べると，たと

え搬出条件が良好であっても再造林せずに放置している。上述の

ように評価の意図が不明なので推測であるが，その背景には，た

とえ搬出条件が良好な林地に再造林しても将来的に林業を取り巻

く経済的条件は依然改善されないという意識があるのではないだ

ろうか。

Ⅳ．おわりに

　今回は，再造林放棄林分の発生要因を解析するために，熊本県

林政課が過去に実施していた未植栽地に関するアンケート調査結

果のデータに森林簿の情報を加えて，未植栽理由が森林の所有規

模や立地条件等でどのように異なるかについて分析した。その結

果，森林所有者が再造林放棄する時の判断基準は，所有規模など

で異なることが認められた。今後は，再造林地と再造林放棄地の

立地条件等の比較分析を行い，再造林放棄の要因解析を深めてい

く予定である。

　最後に，アンケート結果等の資料収集ならびに提供に際してご

協力いただいた熊本県林政課森林計画係をはじめとする同課の

方々にお礼を申し上げる。
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表－１１．　未植栽理由と諸要因の関係に関する分析結果のまとめ

最近の伐採収益評価所有規模
要　因グループ

不満満足大小

＜N＞＜N＞＜Y＞造林費や保育費がもったいない未植栽理由

（Y）Y（N）将来，儲かる見込みが無い

（Y）後継者がいない

＜Y＞Y高齢で体力が衰えた

Y造林適地でない

Yその他理由

＜緩＞＜急＞＜急＞＜緩＞傾斜立 地 条 件

上下（上）（下）地利

（下）（上）下上地位

林道からの距離

－関連性は認められない＊１）
満足最近の伐採

収 益 評 価 不満

注）図中で「Y」は当該理由を選択したことを示す。理由を選択していないことが特徴として挙げられる場合を
「N」で示した。＜＞は強い関係があることを，（　）は弱い関係を示す。＊１）Spearman の順位相関係数－
０．０２５，　p＝０．８７７。


